
はじめに

「日本の救急医療が危ない」といった見出しを使って，

最近マスコミに報道される救急医療に関する記事が多く

なっている。実際，病院勤務医特に救急医療に携わって

いる医師が，その劣悪な労働環境のため燃え尽き，医療

現場から立ち去ってしまうことが大きな社会問題となっ

ている。さらに，小児救急医療は，保護者が小児科専門

医のいる医療機関を目指して昼夜の別を問わず受診する

傾向にあり，その結果，小児救急医療はコンビニ医療と

なっているとの指摘がなされている。そのため，地方の

自治体の病院小児科医師の献身的な努力のみで小児救急

医療を支えるには当然限界があり，小児救急医療は拠点

化あるいは集約化する必要が出てきた１，２）。しかしなが

ら，各地方によって医療状況が異なり，小児救急医療集

約化に向けては難題が多く実現に時間を要している。

徳島県においても，全国と同様に，小児救急医療の課

題を抱えており，小児科医を中心とした医師不足は小児

救急医療体制を構築する上で，深刻な問題となっている。

今回われわれは，徳島県東部医療圏に属する，一次救急

施設である徳島市夜間休日急病診療所（以下，急病診療

所と略す）の現状と課題について報告し，それにかかわ

る小児救急体制の危機について言及する。

急病診療所の歴史（徳島市一次救急体制の変遷）（図１）

昭和４５年徳島市より徳島市医師会への委託事業として，

日曜日の救急患者を診療する目的で「徳島市立日曜診療

所」が徳島市役所構内に開所された。昭和５２年には休祭

日にも開所という要望が多くなり，同所が「徳島市立休

日診療所」と名称を変更した。また，同診療所と同時に

１年間を通して全診療科において平日と休日の全ての夜

間に救急患者を診療する，夜間在宅当番制事業も発足し

た。この事業は，休日や夜間の一次救急医療体制の確保

や住民に対する救急医療知識の普及及び啓発を目的とし

て，地区医師会に依頼して普及・定着を図るものであっ

た。昭和５９年には同診療所は徳島市幸町にある徳島市保

健センター内に移転し診療を継続した。しかしながら，

夜間在宅当番制事業は毎日在宅当番の診療所が変わる不

便さがあり，二次救急病院へ一次救急患者が集中するよ

うになり，一定の場所での一次救急施設をおいて欲しい

という住民からの要望が大きくなった。また，小児科，

耳鼻科や産婦人科等の診療科によっては医師数や負担の

問題もあり，後方支援である受け入れ病院との病診連携

体制も不十分であったため，平成９年に夜間在宅当番制

事業が廃止されるに至った。一方，徳島市立休日診療所

総 説（第２６回徳島医学会賞受賞論文）

徳島市夜間休日急病診療所の現状と課題
－小児救急体制の危機－

田 山 正 伸，岡 部 達 彦，中 瀬 勝 則，豊 田 健 二，宇都宮 正 登，
豊 � 纒
徳島市医師会

（平成２３年６月８日受付）（平成２３年７月５日受理）

徳島市夜間休日急病診療所の歴史

・・昭和４５年 日曜診療所開設
・・昭和５２年 夜間在宅当番医制度発足
・・昭和５３年 日曜診療所に日祭日を含めた休日診療

所に変更
・・平成９年 徳島市夜間休日急病診療所開設（幸町）
・・平成１３年１１月 ふれあい健康館に移転（沖浜）
・・平成１８年４月１日

徳島市より徳島市医師会が指定管理
者の指定を受ける。
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は，急病診療所と名称を変えて，開設された３）。診療科目

は小児科と内科の２診療科であり，１年３６５日夜間と休

祭日の昼間に診療することになった。出務医師は徳島市

医師会員を中心として，徳島県小児科医会の協力のもと，

大学病院やその他病院勤務医および徳島市近隣の医師会

員の有志により構成している。医師以外の看護師や受付

事務員のスタッフのほとんどは非常勤職員で，薬剤師は

徳島市薬剤師会の協力のもと派遣されている（図２）。

徳島県小児救急体制について

徳島県は東部，南部と西部医療圏に３分されており

（図３），徳島市は東部に位置している。各医療圏には

公立病院等が配置されているが，東部においては病院で

なく急病診療所が初期救急施設として位置づけられてい

る。入院治療を要する二次三次救急については徳島市民

病院と県立中央病院が曜日によって輪番体制をとってい

る（図４）。現実には，準夜帯には主に，急病診療所に

そのほとんどが受診するが，直接輪番病院への受診者も

多くなっている。今後は急病診療所と輪番病院との救急

患者の振り分けはさらに必要かもしれない。また，土曜

日と祝日の日勤帯には輪番病院体制が整っていないとい

う問題点がある。そのため，東部医療圏の患者が東部に

おいて完結せず，小児救急拠点病院である小松島市の徳

島赤十字病院に入院や精査を要する患者が紹介され，受

け入れられている。

急病診療所の現状

患者数は当初，年間約７千人であったものが，徐々に

増加してきた（表１）。平成１３年に徳島市沖浜町のふれ

あい健康館１階に場所を移転してから，利便性が増して

図４ 徳島県小児救急医療体制図３ 徳島県小児救急体制

徳島市夜間休日急病診療所の体制

１）診療科
小児科，内科

２）診療時間
平日夜間（月～土） 午後７時３０分～１１時３０分
休祭日昼間 午前９時～午後５時
休祭日夜間 午後６時～１１時３０分

３）出務医師（平成２２年４月１日現在）
小児科 ３９名（小児科標榜内科医８名を含む）
内科 ８７名

４）看護師 ９名（常勤１名，非常勤８名）
５）受付事務 ９名（非常勤）
６）薬剤師 徳島市薬剤師会より派遣（非常勤）

図２ 徳島市夜間休日急病診療所の体制
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患者数はさらに増加し，年間１万３，４千人となった

（図５）。患者の内訳は７割強が小児科で，残り３割弱

が内科で，徳島市内のみならず市外からも来所された

（表２）。患者数の増加に伴い，急病診療所の運営実績

が評価され平成１８年より徳島市から徳島市医師会は指定

管理者に指定され，自主運営となった。平成２１年度は全

国的な新型インフルエンザのパンデミックな流行により，

患者数は急病診療所開設以来最多の１万８千人（うち小

児科１２，７６７人）となった。こうした大流行の時のみなら

ず，ゴールデンウィークや年末年始など患者数が著増す

る場合には，小児科担当医を２名体制とし，また，パラ

メディカルも増員して対応した。同年度の徳島県の小児

救急患者数からみると，東部地区５輪番病院の合計患者

数１２，１５０人に匹敵し，徳島赤十字病院の１０，３１９人を上回

る患者数となっている（図６）。したがって，急病診療

所のニーズはますます高くなっており，徳島県小児救急

体制においての役割は非常に大きいものとなってきてい

る。

急病診療所の課題

平成２２年現在の小児科医３９名の出務医の平均年齢は

５２．８歳，内科医は８７名で５５．１歳となっており，高齢化が

表１ 徳島市夜間休日急病診療所の患者数の推移

図５ 徳島市夜間休日急病診療所
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進んでいる（表３）。出務医師のほとんどは開業医であ

り，普段はかかりつけ医として地域での診療に従事して

いる。そして，自院の診療時間外に急病診療所に出務し

て，救急医療に携わっている。したがって，この業務は

ボランティア精神に基づくもので，みんなで守るという

意識がなければ，今後出務医師が少なくなってくると，

残された医師に過剰な負担を課すことになり継続は困難

になってくる。救急医療にはマンパワーが必要であり，

出務する医師特に小児科医を確保する努力はこれまでに

もかなり行ってきたが，今後も継続する必要がある。

一方，住民の小児救急に対するニーズは高く，昼間か

かりつけ医を受診されているにもかかわらず，夜間や休

日に安易に受診するいわゆるコンビニ受診が増加してい

る。この現象は，少子化と核家族化にその原因があると

表３ 徳島市夜間休日急病診療所の出務医師年齢区分

●平成２２年８月２０日現在

年齢区分 ３０未満 ３０～３９ ４０～４９ ５０～５９ ６０～６９ ７０～７９ ８０以上 合 計

小児科 ０ ３ ９ １２ ７ ０ ０ ３１

内 科 ０ ４ ２１ ３１ ２９ ２ ０ ８７

合計 ０ ７ ３０ ４３ ３６ ２ ０ １１８

小児科専門医平均年齢 ５２．８歳 内科医平均年齢 ５５．１歳

表２ 徳島市夜間休日急病診療所の小児科患者数

小児科患者数
徳島市夜間休日急病診療所

年度
夜 間 休 日

総合計
市 内 市 外 合 計 市 内 市 外 合 計

平成９年度 ２，３２４（８８．０％） ３１８（１２．０％） ２，６４２ ２，１０５（８６．１％） ３３９（１３．９％） ２，４４４ ５，０８６

平成１０年度 ２，６００（８４．４％） ４８０（１５．６％） ３，０８０ ２，０４２（８４．１％） ３８５（１５．９％） ２，４２７ ５，５０７

平成１１年度 ３，０６６（８３．９％） ５８８（１６．１％） ３，６５４ ２，２９１（８２．６％） ４８２（１７．４％） ２，７７３ ６，４２７

平成１２年度 ３，２８７（８２．５％） ６９５（１７．５％） ３，９８２ ２，１９４（８１．７％） ４９１（１８．３％） ２，６８５ ６，６６７

平成１３年度 ４，１０８（８４．２％） ７７０（１５．８％） ４，８７８ ３，０１４（８１．９％） ６６７（１８．１％） ３，６８１ ８，５５９

平成１４年度 ５，０６９（８１．５％） １，１５３（１８．５％） ６，２２２ ３，５６９（７８．９％） ９５４（２１．１％） ４，５２３ １０，７４５

平成１５年度 ５，００３（７７．２％） １，４７７（２２．８％） ６，４８０ ２，８３４（７４．７％） ９６１（２５．３％） ３，７９５ １０，２７５

平成１６年度 ４，７０２（７４．６％） １，５９７（２５．４％） ６，２９９ ２，８４１（７１．４％） １，１４０（２８．６％） ３，９８１ １０，２８０

平成１７年度 ４，４３８（７２．６％） １，６７８（２７．４％） ６，１１６ ２，８５２（６８．９％） １，２８７（３１．１％） ４，１３９ １０，２５５

平成１８年度 ４，００１（６８．４％） １，８４６（３１．６％） ５，８４７ ２，７５９（６８．８％） １，２５１（３１．２％） ４，０１０ ９，８５７

平成１９年度 ３，８３８（６８．５％） １，７６７（３１．５％） ５，６０５ ２，７７１（６７．１％） １，３６０（３２．９％） ４，１３１ ９，７３６

平成２０年度 ４，４３５（６６．３％） ２，２５６（３３．７％） ６，６９１ ２，９９８（６５．９％） １，５４８（３４．１％） ４，５４６ １１，２３７

平成２１年度 小児救急時間外患者数

（平日 夕方から翌朝，休日 朝から翌朝まで）

① 東部地区（徳島市，鳴門市，板野郡，名東郡，名西郡，吉野川市，阿波市）

徳島県立中央病院 ２，０００人弱
徳島市民病院 ２，８００人弱
健康保険鳴門病院 ５５０人程度
麻植協同病院 １，８００人弱
阿波病院 ５，０００人弱 合計 約１２，１５０人

② 南部地区（小松島市，阿南市，勝浦郡，那賀郡，海部郡）

徳島赤十字病院 １０，３１９人

③ 徳島市夜間休日急病診療所 １２，７６７人

平日 午後７時３０分～午後１１時３０分
休日 午前９時～午後５時，午後６時～午後１１時３０分

図６ 徳島県（東部、南部）小児救急患者数
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いわれている。たとえば，子どもが病気のときに相談す

る人が周りにいなかったり，保護者においては病気のと

きに備わっているべく育児力や看護力が以前と比べて低

下していたり，両親が共稼ぎであるため，通常の診療時

間に医療機関を受診できないというライフスタイルに

なっているなどの理由で夜間休日に救急受診するケース

が増えている。その上，時間外診療においても，特に急

病ということで，小児科専門医の診療を希望する保護者

も多いのが現状である。

小児救急体制の危機

急病診療所の課題を検討するにあたり，急病診療所が

徳島県東部および近隣の医療圏の一次救急施設の中心と

なっている現状からみると，急病診療所の課題は，すな

わち徳島県小児救急医療体制の課題となっている。その

課題に対応するには，長期的には小児科医のさらなる育

成が必要であり，徳島県全体で小児救急に関わる救急専

門医をはじめとした小児科医を充足することが必要であ

る。また，東部においては，新たに小児救急拠点病院を

創設し，二次病院との連携を構築していくことが急務と

思われる。現在，徳島大学病院と県立中央病院とのメ

ディカルゾーン構想が進められているが，この構想の中

で，急病診療所の位置づけが今後どのようになるか，行

政，大学，県医師会，小児科医会等で協議していくこと

が望まれる。

また，急病診療所を利用する住民に対しても，徳島県

の小児救急体制の現状を周知して，不要不急の受診を控

えるようにして，住民自身が救急医療を守るべく意識を

もてるような啓発活動が必要と思われた。

考 察

徳島市医師会では市民に対しての救急医療として，昭

和４５年から早期に休日医療を徳島市からの委託事業とし

て行ってきた。その後，社会事情の変遷により，形態が

変わってきたが，現在の急病診療所として体制が整って

きたのは平成９年からである。それまで，徳島市医師会

員をはじめ徳島県内の医師は全国と同様に，それぞれの

医師が昼夜を問わず，患者のために身を削って診療に励

んでこられた。また，徳島市医師会においては，多くの

役員の先生方が地域医療の一環として関わってこられた

が，その中でとりわけ第１７代徳島市医師会長の玉置千秋

先生は小児科医として現在の初期救急医療体制の基礎づ

くりに非常に御尽力された３）。一方で救急医療に対する，

住民の意識は社会情勢や価値観などによって，変化して

おり，提供する医療機関においても困難なことが多く

なってきている。住民は高度医療を求める傾向が強く

なってきて，軽症の患者でも二次医療を提供する救急指

定病院に夜間や休日に集中して，病院が本来の機能を果

たせないという現象が生じている。徳島県においても同

様なことが起こり，徳島赤十字病院が小児救急拠点病院

として２４時間３６５日小児救急患者を受け入れると，救急

患者が殺到してきた。それで，軽症患者が多くなったた

め，二次三次救急患者への対応に障害ができた４）。また，

自治体によっては，小児救急医療の無料化が進んできて，

無料である気軽さから病院等のコンビニ化が顕著となり

小児科医の疲弊もすさまじくなっており，元々慢性的な

過重労働であった小児科医の減少も著しくなっている。

小児救急疾患は重篤である場合が少なくないので，その

ほとんどは軽症であっても，受診者数が多いのが特徴で

ある。また，小児科を設置する病院の減少等の理由で徳

島県においても小児救急体制は充分に構築できていない。

そのため，徳島県特に徳島市を中心とした，東部医療圏

においては一次救急施設である，急病診療所の役割は

年々大きくなってきており，住民からのニーズが高く，

また，受診者数の増加からみても信頼度も高くなってい

ることがわかる。徳島市医師会はその組織の中に，徳島

市夜間休日急病診療所運営委員会を設置し，その運営に

直接関わってきた。筆者自身は，平成１４年から運営委員

長として，９年目となるが，徳島県小児科医会の小児救

急委員長も兼務し，さらに，現在同会会長として，この

急病診療所の事業を全面的に支援している。小児科医の

確保については，鋭意努力しており，例えば，徳島市医

師会会員の小児科医では絶対数が不足するため，徳島市

近郊の板野郡，名西郡，鳴門市，小松島市などの小児科

医に小児科医会からも依頼して，賛同を得て出務して頂

いた。また，病院勤務医としては，徳島大学病院小児科

からは定期的に出務を継続しており，徳島赤十字病院小

児科からも短期間出務に協力していただき，最近では徳

島市民病院小児科より出務援助をいただいている。特に，

徳島市民病院とは病診連携が密であるので，徳島市民病

院での日曜日日勤当直の内科と小児科の２診療科におい

て，診療支援を徳島市医師会より行ってきている。この

ように，開業医と勤務医とが共同で小児救急体制を構築

し，地域の救急体制維持する施策は他の地域でも行われ
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ている５）。

わが国の小児医療・救急医療・新生児医療体制は小規

模な病院小児科と小規模な NICUで構成されている。

その結果として少数の小児科医は他科の医師と比較にな

らないほど頻回の当直，休日勤務を強いられている。同

時に患者の小児科医専門志向とあいまって時間外に受診

される患者は増加の一途をたどり，医療サービスの低下

を招くようになっている。しかしながら，全国的に小児

科医の数は少なく，医療現場では，小児科医は日夜過剰

勤務を強いられている。小児科のある病院の６割で小児

科医が体調を崩したことがあるとの報告も出されてい

る６）。日中の勤務に加え，夜間診療，翌日の診療と３２時

間連続勤務を強いられている小児科医が大半を占めてい

る。小児科医不足が解消されるための推定試算をすると，

将来の医師増加に頼るとして，後１０～１５年間必要だとさ

れている７）。そのため小児科医の不足にどう対処したら

いいのかという課題がある。それには，例えば県内に２

ないし３箇所の小児救急拠点病院を指定し，そこに重点

的に小児科医をおき，各地域とは交通のアクセスを充実

させて，通院バスや，救急車の確保を自治体が行い，夜

間でも休日でも拠点病院へ行くことを保障するよう対応

すればと思う。こうするためには，小児の夜間の発熱，

痙攣，喘息その他に対応する体制の整備が必要となる。

小児科医の数が少ない以上，どう小児科医を有効に活用

するかが，現在の課題となっている。

そうした現状を踏まえて，日本小児科学会は２０１０年に

小児医療提供体制検討委員会より，「小児科学会が進め

る小児医療体制の改革」としてまとめられている８）。そ

の改革ビジョンの３つのポイントは，まずは，①効率的

な小児医療提供へ向けての構造改革として，ア）入院小

児医療提供体制の集約化。イ）身近な小児医療の提供は

継続。ウ）さらに広く小児保健，育児援助，学校保健な

どの充実を図る，としている。②次に広域医療圏におけ

る小児救急体制の整備をすすめる。その主な内容は，

ア）小児時間外診療は２４時間，３６５日をすべての地域小

児科医で担当し，イ）小児領域における３次救命救急医

療の整備を進める。③それらの改革を進めるに当たって，

労働基準法等９）に準拠した小児科医勤務環境の実現を目

指し，また医師の臨床研修・卒前・卒後教育に必要充分

な場を提供するとしている。ここでいう地域小児科医と

は小児科標榜医など小児を日常的に診療している医師と

なっており，急病診療所においても，小児科標榜する内

科医も小児科診療を担当している。小児科学会の改革を

実行できれば，具体的なモデルとしては，現存する小児

科の中から，二次医療圏に１箇所ないし数箇所の「地域

小児科センター」を整備し，これを地域における小児専

門医療の中心に育て，「地域小児科センター」は小児救

急・新生児集中治療の両方またはいずれかの機能を備え

ることになる。その上で既存の病院小児科と「地域小児

科センター」とをグループとして位置づけ，医師や研修

医はセンターとの交流を図りつつ，外来診療を中心とし

た身近な小児医療を提供することとし，入院医療はオン

コールで対応可能な患者を中心とするように縮小するこ

とになる。従って「地域小児科センター」の医師数は少

なくとも１０名以上となり，病院小児科はむしろ医師数を

縮小して６名以内にとどめる形が考えられている。病院

小児科は小児救急を担当せず，その医師も「地域小児科

センター」の一次救急に当番参加することになる。また

定期的に「地域小児科センター」の医師と交代して，地

域の病院で働く小児科医がセンター医療と一般小児科医

療の両方を担うことが望ましい形であろうと考えられる。

両者は診療面の交流だけでなく，専門医研修や研究にお

いてひとつの組織体として取り組むことも可能だと考え

られている。

小児救急については「地域小児科センター」に一次時

間外診療を地域の小児科医が全体として共同で参加する

「夜間・休日急病診療所」を設置し，「地域小児科セン

ター」本体は入院の必要な患者への対応を行うことにな

る。三次医療圏には大学や小児病院を中心に少なくとも

一箇所の中核小児科を整備して，高度な小児医療を提供

すると共に，教育・研究を担うことになる。この構想を

進めるためには，地域の小児科は機能分担を進める必要

がある。二次医療圏の病院小児科医は「地域小児科セン

ター」または「病院小児科」に所属しつつ連携・交流を

進め，医療圏の病院小児医療を医師全体のグループで維

持する体制を考えられている。小児科・新生児科の専門

医研修，新医師臨床研修プログラムを「地域小児科セン

ター」とグループ全体で履修できる条件を整備し，医師

の夜間勤務の翌日は勤務なしとし，労働条件を整備する。

女性医師は産前産後休暇，育児休暇を取れる条件を整備

する。同時に，こうした小児医療提供体制を構築してゆ

くための基本条件として，小児科診療報酬が一般小児科

でも採算をとれる内容とすること，市町村を越えた小児

救急の地域を実現するため，地方自治体と住民の理解と

協力が得られること，現在医師派遣という形で医師の人

事に関与している大学小児科教室が，新しい小児医療提
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供体制の必要性を理解し，その発展のために主体的に参

加すること，必要に応じて「地域小児科センター」に複

数大学の共同支援を行うことが必要である。

現在，小児医療・小児救急においては病気の軽重に関

わらず，子ども専門の診療を受けたいという“子どもの

医療のニーズ”が高まっている１０）。特に若手を中心に女

性小児科医師が増加し，そのため産前産後・育児休業を

保障しつつ小児科の診療を維持する新たな仕組みが必要

になってきた。そうした結果，特に地域における小児時

間外診療の要求はますます高まり，一方で小児科時間外

診療の現体制維持すら困難になってきた。高度の小児救

急医療について，その体制はごく不十分で，全国の一部

の地域では大部分の重症小児救急患者は成人施設や救命

救急の準備のない小児医療機関で対処されているのが現

状である。小児の時間外診療の体制改善について地域で

の取り組みが進められているが，わが国の小児医療に一

貫する体制としてのコンセプトが欠けたままに事態が進

行することは好ましくない。小児救急の問題は小児医療

提供体制の今後のあり方と不可分の関係にあり，従って

相互の機能を関連づけつつ将来の医療体制を検討するこ

とが必要である１１）。こうした，日本小児科学会のビジョ

ンを踏まえて，徳島県において一番急務なことは，徳島

県東部医療圏において南部医療圏での徳島赤十字病院の

ような小児救急拠点病院を設置し，小児救急医療とその

他の小児医療のうち，周産期医療においても中心的立場

を持って，徳島県の小児医療体制の構築を図るべきだと

考える。その後，立ち後れている西部と南部医療圏の整

備も進めていくことが望まれる。

ま と め

急病診療所の現状と課題について報告した。急病診療

所は現状として一次救急患者を東部５輪番病院の合計患

者数や徳島赤十字病院とほぼ同数診療している。従って，

徳島県小児救急体制において確固とした位置づけとなっ

ている。しかし，小児科医不足という課題があるため，

その対策が望まれる。そして，今後徳島県東部医療圏及

び徳島県全域において，よりよい小児救急医療体制を構

築することが望まれる。
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The present and problem on night and holiday emergency clinic of Tokushima City
-the crisis of emergency medical system for children in Tokushima Prefecture-

Masanobu Tayama, Tatuhiko Okabe, Katsunori Nakase, Kenji Toyota, Masato Utsunomiya, and Matome

Toyosaki

Tokushima City Medical Association, Tokushima, Japan

SUMMARY

Night and holiday emergency clinic of Tokushima City（Emergency clinic）was open１９９６ in

Tokushima by entrusted Tokushima City Medical Association. Both pediatrics and internal medicine

are under treatment as a first emergency clinic. Emergency clinic is open at every night through

a year and at daytime on holiday. As Emergency clinic moved to Fureai Kenko-kan in２０００, patients

were convenient to visit and increased gradually in number. In２００５as a designated administrator,

Tokushima Medical Association managed Emergency clinic independently. Especially swine influenza

was extremely popular as pandemic in２００９, and the number of patients was above１８,０００as a new

record. The patients were divided about７０％ of pediatrics and about３０％ of internal medicine, and

from in and outside of Tokushima City. The main problem is the difficulty of acquisition because

of the lack of pediatricians.

As for the protection of the emergency system for children in Tokushima Prefecture, residents

need enlightenment of decreasing unnecessary and nonurgent visits. So residents are encouraged

to keep this emergency system by themselves. We hope emergency medical system for children in

Tokushima will be established as soon as possible.

Key words : Tokushima City Medical Association, night and holiday emergency clinic of Tokushima

City, emergency medical system for children, pediatrician
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